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６－２ 消防設備士の業務独占の対象とならない消防用設備等の処理 

令第36条の２の規定による消防設備士でなければ行ってはならない工事から除外されている消防用設備等

の設置に係る工事について、計画段階において審査し、法令違反を未然に防ぐことにより、当該工事の完了

後の改修に伴い発生する経済的負担を軽減するとともに、当該消防用設備等の使用開始当初から適法な状態

を確保する必要がある。 

ついては、この種の消防用設備等の取扱いを次によることとする。 

１ 非常警報設備 

工事整備対象設備等着工届出書（規則別記様式第１号の７）に非常警報設備（放送設備、非常ベル）概

要表（別添１）添付 

２ 漏電火災警報器 

漏電火災警報器着工届出書（別添２) 

３ 誘導灯 

誘導灯着工届出書（別添３) 

４ その他 

⑴ 消防用設備等を設置しようとする者は、当該設置に係る工事に着手する日の10日前までに、消防長又

は消防署長に届け出ること。 

⑵ 添付図書は、「６－１各種届出等の処理」別表第３を参考にすること。 

⑶ 上記１～３の消防用設備等以外で、消防設備士でなければ行ってはならない工事から除外されている

消防用設備等（消火器具、非常警報器具、誘導標識を除く。）の工事の計画については、工事整備対象

設備等着工届出書（規則別記様式第１号の７)等を準用し提出することとし、その手続き等は上記⑴・

⑵に準ずるものとする。 

⑷ 消防用設備等の工事の区分が、増設、移設又は取替えに該当し、別表に掲げる工事の範囲であり、か

つ、次の要件を満たす場合は、届出を省略することができる。ただし、別表に掲げる工事の範囲以外の

工事（補修、撤去を除く。）を同時に行う場合は、軽微な工事についても届出の省略はできない。 

なお、届出を要しない場合であっても、設置届は必要であること。 

ア 工事施工業者等で消防用設備等の知識を有するものは、軽微な工事を行う場合においても、当該工

事の内容を記録するとともに、消防用設備等試験結果報告書、当該消防用設備等に関する図書等及び

現場の状況を補足する写真、試験データ等を作成・整備し、防火対象物の関係者に提出すること。 

イ 防火対象物の関係者は、消防用設備等の修理、整備等の経過一覧表に所要の事項を確実に記録する

とともに、規則第31条の６第３項に規定する維持台帳に所要の書類を添付して保存し、立入検査時等

に提示できるようにしておくこと。 
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別表 

軽微な工事の範囲 

消防用設備等の種類 増設 移設 取替え 

動力消防ポンプ設備 該当なし 僅かな位置の変更 すべての構成部品 

漏電火災警報器 音響装置 僅かな位置の変更 漏電受信機を除く。 

非常警報設備（非常ベル・

自動式サイレン） 

発信機、ベル、サイレン、表示灯 

→ 既設と同種類のもの 

→ 同一警戒区域内に限る。 

発信機、ベル、サイレン、表示灯 

→ 同一警戒区域内に限る。 

すべての構成部品 

非常警報設備（放送設備） スピーカー 

→ ５個以下で増幅器の取り替えを要

しないものに限る。 

スピーカー 

→ 同一警戒区域で音量に支障がな

い場合に限る。 

放送設備本体（電源

部、操作部、増幅

器）を除く。 

避難器具 該当なし ① 本体・取付金具 

→ 同一階に限る。 

→ 設置時と同じ施工方法に限る。 

① 標識 

② 本体・取付金具 

→ 設置時と同じ施

工方法に限る。 

誘導灯 すべて 

→ 同一室内に限る。 

僅かな位置の変更 すべて 

→ 区分及び機能に

変更がないものに

限る。 

排煙設備 ① 防煙区画 

→ 排煙機及び給気機の能力に影響を

及ぼさないものに限る。 

② 排煙口、給気口及び風道 

→ 排煙機及び給気機の能力に影響を

及ぼさないものに限る。 

③ 手動起動装置 

→ 操作性に影響のない場合に限る。 

④ 自動起動装置 

→ 既設と同種類のもの 

① 排煙口、給気口及び風道 

→ 排煙機及び給気機の能力に影響

を及ぼさないものに限る。 

② 手動起動装置 

→ 同一防煙区画内で、かつ、操作

性に影響のない場合に限る。 

③ 自動起動装置 

→ 同一防煙区画内に限る。 

排煙機及び給気機を

除く。 

連結散水設備 ヘッド 

→ 既設と同種類のもの 

→ 送水区域の変更のない範囲 

→ １の送水区域において５個以下で

散水障害がない場合に限る。 

→ 加圧送水装置の性能（吐出量、揚

程）、配管サイズに影響を及ぼさな

いものに限る。 

ヘッド 

→ １の送水区域において５個以下

で送水区域の変更のない範囲 

加圧送水装置、減圧

弁、圧力調整弁、一

斉開放弁を除く構成

部品 

連結送水管 該当なし 該当なし 加圧送水装置、減圧

弁、圧力調整弁を除

く構成部品 

非常コンセント設備 該当なし 該当なし すべての構成部品 

無線通信補助設備 該当なし 該当なし 増幅器を除くすべて

の構成部品 

→ 方式、周波数帯

域及び設置方式に

変更がないものに

限る。 
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別添１ 

 

 
  



大垣消防組合消防用設備等技術基準 

第６章 届出等  ６－２ 消防設備士の業務独占の対象とならない消防用設備等の処理 

  193  

 

別添２ 
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別添３ 
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